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東京都交通局保有個人情報安全管理基準 

 

第１ 趣旨 

   この基準は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、個人情報の保護に

関する法律施行条例（令和４年東京都条例第１３０号）及び東京都交通局個人情報取扱事務要

綱（平成１７年３月３１日付１６交総第１６８６号）の規定に基づき、東京都交通局における

保有個人情報の適正な管理のために必要な事項を定め、個人の権利利益を保護することを目的

とする。 

 

第２ 法令等の遵守 

職員は、保有個人情報の保護に関し、次の各号に掲げる法令等を遵守しなければならない。 

 (1) 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）  

 (2) 個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年東京都条例第１３０号。以下「法施行条例」

という。）  

 (3) 東京都交通局個人情報取扱事務要綱（平成１７年３月３１日付１６交総第１６８６号） 

 (4) 東京都交通局保有個人情報開示・訂正・利用停止事務取扱要綱（平成１４年４月１日付１４

交総第７１号） 

 

第３ 定義 

 この基準において使用する用語は、法及び東京都情報公開条例（平成１１年東京都条例第５

号）において使用する用語の例による。 

 

第４ 情報処理システムにおける技術的安全管理措置 

   保有個人情報を記録した情報処理システムの安全確保については、東京都サイバーセキュリ

ティ基本方針、東京都サイバーセキュリティ対策基準、東京都交通局サイバーセキュリティ安

全管理措置、交通局ＴＡＩＭＳサイバーセキュリティ実施手順等による。 

 

第５ 東京都交通局において保有個人情報を取り扱う事務 

(1) 東京都交通局において保有個人情報を取り扱う事務は、法施行条例第３条の規定に基づき備

え付けた登録簿に記載された事務及び職員又は職員であった者に係る事務のほか、総務部総務

課長が別に定める。 

(2) 保有個人情報を取り扱う事務を開始、変更又は廃止するときは、法施行条例第３条の規定に

基づき登録簿の備付け、又は更新を行う。 

 

第６ 管理体制・個人情報管理責任者の役割 

   個人情報管理責任者は、以下の安全管理の基準に基づき、保有個人情報の保護について厳重、

適正な管理を行う。 

（管理体制） 

 (1) 個人情報管理責任者は、各課における保有個人情報及び保有個人情報を記録した公文書（以

下「保有個人情報等」という。）の適正な管理について責任を負うとともに、個人情報の保護

に関し、所属職員を指導する。 

（管理状況の点検） 

 (2) 保有個人情報等の安全管理を厳格に行うため、個人情報管理責任者は、保有個人情報の収集



 
 

- 2 - 

及び利用並びに保有個人情報等の保管及び廃棄の状況（以下「保有個人情報等の管理状況」と

いう。）について、毎年度１回以上、点検を行う。 

 

（是正措置） 

 (3) 職員は、保有個人情報等の管理状況に関して問題となる事案が発生した場合には、直ちに個

人情報管理責任者に報告し、個人情報管理責任者は、保有個人情報等の管理状況に不適切な点

があると認めるときには、直ちに是正措置を講ずる。 

（教育研修） 

 (4) 個人情報管理責任者は、個人情報が都民の生活に直接かかわる大切な財産であることを認識

し、職員に対して、個人情報保護の重要性及び保有個人情報の適正管理等に対する理解と関係

規程遵守の徹底が図られるよう必要な啓発その他、教育研修を行う。 

（事故対応） 

 (5) 職員は、保有個人情報を記録した公文書の盗難、紛失若しくは不適正な持ち出し、保有個人

情報及び東京都交通局が取得し、又は取得しようとしている個人情報であって、保有個人情報

として取り扱われることが予定されているものに係る不正アクセス、虚偽記載、改ざん若しく

は不適正な消去若しくはその他保有個人情報の漏えい、滅失若しくは毀損（以下「保有個人情

報に係る事故」という。）が発生した場合又は発生のおそれがある事象を把握した場合には、

直ちに個人情報管理責任者に報告する。 

 (6) 個人情報管理責任者は、前項の報告を受けたときは、直ちに事実関係を調査した上で、部及

び局の個人情報保護責任者並びに総務局総務部情報公開課長に報告するとともに、事故の対象

となった保有個人情報の本人への対応及び事案の公表等の被害の拡大を防止するための適切

な措置を講じる。 

(7) 個人情報管理責任者は、(5)で把握した事象のうち、個人情報の保護に関する法律施行規則（平

成２８年１０月５日個人情報保護委員会規則第３号）第４３条各号に該当するものについては、

個人情報保護委員会に報告する。 

 (8) 個人情報管理責任者は、(6)の措置を講じた後、速やかに事故の原因を調査して再発防止対策

を講じるとともに、必要に応じて、これらの内容について部及び局の個人情報保護責任者に報

告する。なお、事案の内容、影響等に応じて、その後の経過及び再発防止策等を公表する。 

 

第７ 保有個人情報等の安全管理措置 

   個人情報管理責任者は、保有個人情報に係る事故がないように、次の事項について、所属職

員を指導するほか必要な措置を講ずる。 

（保管等） 

 (1) 職員は、退庁時に保有個人情報を記録した公文書を個人情報管理責任者が指示する保管庫等

に保管し、必ず施錠しなければならない。また、保管庫等の鍵等は、関係職員以外の者が使用

できないよう、安全な場所に保管しなければならない。 

 (2) 職員は、事務の遂行上必要な場合を除き、保有個人情報等を複製してはならない。 

 (3) 職員は、保有個人情報を記録した公文書を机上等に放置してはならない。また、関係職員以

外の者が保有個人情報を知ることができないよう、常に留意しなければならない。 

（保有個人情報等の庁舎外への持ち出し等） 

 (4) 職員は、原則として、個人情報管理責任者の指示又は許可によらずに、保有個人情報等を庁

舎外に持ち出し又は送付（通信回線を利用した送信を含む。以下同じ。）してはならない。 

 (5) 職員は、保有個人情報等を庁舎外に持ち出す場合には、保有個人情報に係る事故を防止する

ため、保有個人情報等の運搬に当たり、次の各号を遵守しなければならない。 
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ア 原則として、盗難又は紛失等を防止することができる形状、機能を持つ鞄などに収納するこ

と。 

イ 保有個人情報を記録した公文書を常に肌身離さず携帯し、移動経路は必要かつ最小限のもの

とすること。 

ウ その他個人情報管理責任者が指示した安全対策を講じること。 

 (6) 前項の規定は、庁舎内において保有個人情報等を運搬する場合に準用する。 

 (7) 職員は、庁舎外に持ち出した保有個人情報等の持ち帰りについて、個人情報管理責任者の確

認を得なければならない。事務の遂行上やむを得ず、持ち出した保有個人情報等を庁舎外で保

管する場合、当該職員は、保有個人情報に係る事故を防止するための必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 (8) 職員は、保有個人情報等を送付又はホームページ等に掲載する場合には、保有個人情報に係

る事故を防止するため、次の各号を遵守しなければならない。 

ア 送付先及び送付物又は掲載内容に誤りがないか確認すること。 

イ 送付先の情報及び送付内容が第三者に知られないようにすること。 

ウ 掲載内容に第三者に知られてはならない個人情報が含まれていないか確認すること。 

エ 送付物又は掲載する内容により適切な送付又は掲載方法を選択すること。 

オ その他個人情報管理責任者が指示した安全対策を講じること。 

(9) 職員は、東京都交通局ＴＡＩＭＳ運用管理基準に規定する交通局ＴＡＩＭＳ仕様端末を庁舎

外に持ち出し、庁舎外において情報処理作業を行う際は、保有個人情報に係る事故を防止する

ため、東京都交通局ＴＡＩＭＳ利用基準第３ ９の規定を遵守すること。 

（保有個人情報等の消去又は廃棄） 

 (10) 個人情報管理責任者は、保有個人情報等が不要となった場合には、当該保有個人情報等の復

元又は判読が不可能な方法により、消去又は廃棄を行う。なお、保有個人情報等の消去又は廃

棄を委託して行う場合には、職員が立ち会うなどの方法により、適切に消去又は廃棄したこと

を確認する。 

（保有個人情報の提供時の措置要求等） 

 (11) 個人情報管理責任者は、保有個人情報を実施機関以外のものに提供する場合には、当該提供

先に対して安全確保の措置を要求し、必要があると認めるときは、実地調査等により当該措置

状況を確認し、所要の改善要求等を行う。 

 (12) 個人情報管理責任者は、法令に基づく場合及び法第６９条第２項各号に該当する場合を除き、

保有個人情報を取り扱う事務の目的を超えて、保有個人情報を東京都交通局以外のものへ提供

してはならない。 

（保有個人情報等の安全管理措置に関する記録） 

 (13) 個人情報管理責任者は、保有個人情報を記録した公文書の施錠保管の状況並びに保有個人情

報等の庁舎外への持ち出し、送付及び廃棄に関して、別途様式を定め、記録を整備する。 

 

第８ 委託に伴う措置 

 (1) 個人情報管理責任者は、保有個人情報を取り扱う事務を委託しようとするとき、又は指定管

理者に公の施設の管理を行わせるときは、当該契約又は協定（以下「委託契約等」という。）

の締結等に当たり、次の各号に掲げる事項について、取り決めを行う。 

ア 取り扱う個人情報が、受託者若しくは指定管理者又は東京都のうちのいずれの保有に属する

のか、その範囲を明らかにする事項 

イ 安全管理、秘密の厳守等の受託者又は指定管理者（以下「受託者等」という。）が保有個人

情報保護について遵守すべき事項（東京都交通局個人情報取扱事務要綱第６.４で、契約書等
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に記載することと規定されている事項） 

ウ 再委託に関する事項 

 (2) 個人情報管理責任者は、保有個人情報を適切に管理する能力を有しないものを受託者等とし

て選定することがないよう、前項に規定する事項について、あらかじめ仕様書等に明記すると

ともに、必要に応じて職員に調査を行わせる。 

 (3) 個人情報管理責任者は、保有個人情報を取り扱う事務の再委託について、再委託を受ける者

が保有個人情報を適切に管理する能力を有することを確認できた場合に認めるものとする。そ

の場合、保有個人情報の取扱いに係る態様について東京都が十分管理できるよう、再委託の内

容及び再委託先等について、東京都の承諾をあらかじめ求める等の適切な再委託先を選定する

ために必要な措置をとり、その旨を具体的に委託契約書等に明記する。 

 (4) 個人情報管理責任者は、受託者等が委託契約等において取り決めた事項を遵守しているか、

また、受託者が再委託を受けた者に対して必要かつ適切な監督を行っているか等を職員に監督

させるなど、受託者等及び再委託を受けた者に対する必要な監督を行う。 

 (5) 個人情報管理責任者は、受託者等において保有個人情報の消去又は廃棄が行われるときは、

職員が立ち会うなどの方法により、適切に消去又は廃棄したことを確認する。 

 (6) 個人情報管理責任者は、受託者等に個人情報記載文書等を搬送する必要がある場合は、保有

個人情報に係る事故を防止するための必要な措置を講じる。 

 (7) 個人情報管理責任者は、受託者等に個人情報記載文書等を受け渡すときは、授受簿等を定め

て職員にその都度受渡しの確認を行わせる。 

 (8) 電子情報処理委託については、電子情報処理委託に係る標準特記仕様書を用い、又は、特記

仕様書の事項を委託仕様書に記載する。 

 

第９ 個人情報保護基本方針 

   交通局の個人情報保護基本方針は、別表１のとおりとする。 

 

第１０ 個人情報保護ガイド 

   交通局の個人情報保護ガイドは、別表２のとおりとする。 

 

第１１ 事務分担 

   総務部総務課と総務部お客様サービス課との事務分担は、別表３のとおりとする。 

 

 

   附 則（平成１７年９月２７日付１７交総第６７５号） 

 この指針は、平成１７年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年４月３日付２０交総第１９号） 

 この基準は、平成２０年４月３日から施行する。 

   附 則（平成２３年４月１５日付２３交総第６６号） 

 この基準は、平成２３年５月１日から施行する。 

   附 則（平成２３年７月２９日付２３交総第４２２号） 

 この基準は、平成２３年７月２９日から施行する。 

   附 則（平成２７年１２月２８日付２７交総第１１１４号） 

（施行期日） 

１ この基準は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 平成２８年３月３１日までの間における第４の規定の適用については、同項中「東京都サイバ

ーセキュリティ対策基準（平成２７年１０月２７日付２７総行革行第３２７号）」とあるのは、

「東京都交通局情報セキュリティ対策基準（平成１９年１１月３０日付１９交総第８２６号）」

とする。 

附 則（平成３１年３月２９日付３０交総第１７４７号） 

この基準は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日付３１交総第１８４９号） 

この基準は、令和２年３月３１日から施行する。 

附 則（令和３年９月２７日付３交総第７２５号） 

この基準は、令和３年１０月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日付３交総第１４８７号） 

この基準は、令和４年４月１日から施行する。 

  附 則（令和５年９月８日付５交総第５３６号） 

この基準は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２８日付５交総第１４３３号 

この基準は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表１（第９関係） 

 

東京都交通局個人情報保護基本方針 

 

 東京都交通局（以下「交通局」といいます。）は、法令等に基づきお客様の権

利利益を保護するため、お客様の個人情報（生存する個人に関する情報であって、

特定の個人を識別することができるものをいいます。）を以下のように取り扱い

ます。 

 

１ 目的を明確にして個人情報を収集します。 

 (1) 個人情報を取り扱う事務の目的を明確にし、目的達成に必要な範囲内で適

法かつ公正な手段により収集します。 

 (2) 思想、信条等の個人の権利利益の侵害に直結するおそれの強い個人情報に

ついて収集を制限しています。 

 (3) 個人情報は、本人から収集することを原則として、その例外となる場合を

明らかにしています。 

 

２ 取り扱う個人情報を明らかにします。 

  個人情報を収集する必要性や収集範囲を明らかにし、慎重かつ責任をもって

個人情報を取り扱うため、個人情報を取り扱う事務の内容や収集する個人情報

の項目などの目録を作成し、お客様に対して公表します。 

 

３ 個人情報を適正に管理します。 

 (1) 個人情報を、正確かつ最新の状態に保ちます。 

 (2) 漏えい、滅失、き損等の防止のため、必要な保護措置を講じます。 

 (3) 必要がなくなった個人情報は、速やかに消去し、又は廃棄します。 

 

４ 業務委託を適正に行います。 

  個人情報を取り扱う事務を委託するときは、個人情報の保護に関し必要な措

置を講じます。 

 

５ 目的外に利用・提供をしません。 

 (1) 事務の目的を超えて、個人情報を利用したり提供することはありません。 

 (2) ただし、生命、身体又は財産の安全を守るため緊急やむを得ないときなど

は、法令等に基づき必要な限度での目的外の利用や目的外の提供を行う場合

があります。 

 

６ 御自分の個人情報について開示・訂正・利用停止の請求ができます。 

 (1) どなたでも、交通局が保有する御自分の個人情報の開示を請求することが

できます。 

 (2) 開示された御自分の個人情報に事実の誤りがある場合には、事実を証明す

る書類等を提出した上で、その情報の訂正を請求することができます。 
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 (3) 御自分の個人情報が法令等に違反して収集、利用又は提供されているとき

は、その情報の利用停止を請求することができます。 

 

７ 職員等に罰則が科せられます。 

  交通局の職員や交通局の業務を委託された企業の従業員等が、電算処理され

た都の保有する個人情報を提供した場合や、業務に関し知り得た個人情報を不

正な目的で提供、盗用した場合には、２年以下の懲役や１００万円以下の罰金

などの罰則が定められています。 

  

平成１７年１０月１日 

東 京 都 交 通 局 
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別表２（第１０関係） 

東京都交通局個人情報保護ガイド 

収  集 

１ 収集するときは、事務の目的を明確にし、利用目的を収集の相手方に明示

する必要があります。 

２ 収集するときは、原則として、本人から収集しなければなりません。 

３ 基本的人権を侵害するおそれのある情報（思想・信教及び信条に関する個

人情報や社会的差別の原因となるおそれのある情報）は、収集してはいけま

せん。 

管  理 

１ 文書・媒体は施錠して保管して下さい。出力したお客様リストや、フロッ

ピーディスクに保存したデータは、必ず鍵のかかる書庫等に保管して下さ

い。 

２ できるだけ複写・プリントアウトしないように心掛けて下さい。 

３ 文書・媒体を机上に放置してはいけません。 

４ お客様の個人情報を、原則として執務室外に持ち出してはいけません。 

５ 退庁時には、書庫等の施錠の確認、クリアデスク（机の上に書類を置かな

い。）を心掛けて下さい。 

利用・提供 

１ 個人情報を収集した時点の利用目的以外に利用してはいけません。 

２ 個人情報を外部提供する必要があるときは、提供先から使用目的、使用方

法等を明記した文書の提出を求めるなど、外部提供の必要性を慎重に検討し

て下さい。 

廃  棄 

１ 個人情報が不要となった場合には、復元又は判読が不可能となる方法で廃

棄して下さい。 

２ 不要となった紙情報は、すべてシュレッダーにかけるか、秘密保持契約を

締結した廃棄業者に直接渡して下さい。 

３ フロッピーディスク等は、記録媒体そのものを物理的に破壊して下さい。 

委  託 

１ 個人情報を取り扱う事務を業者に委託するときは、受託者に安全管理、秘

密厳守等の責務を課し、履行中にその内容が遵守されているかを監督する必

要があります。 

２ 委託業務に伴い生じる個人情報については、都又は受託者のどちらが保有

する個人情報なのか、その範囲を仕様書等で明らかにする必要があります。 
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別表３（第１１関係） 

総務部総務課・お客様サービス課が行う事務の分担表 

 総   務   課 お 客 様 サ ー ビ ス 課 

 

個 

人 

情 

報 

取 

扱 

事 

務 

要 

綱 

① 保有個人情報の目的外利用・

目的外提供の実績報告書（第２

号様式）の取りまとめに関する

こと。 

② 法第６９条第２項第２号に係

る保有個人情報の目的外利用報

告（第３号様式）及び法第６９

条第２項第３号に係る保有個人

情報の目的外提供報告（第４号

様式）の取りまとめに関するこ

と。 

③ 特定個人情報の目的外利用実

績報告書（第５号様式）及び特

定個人情報の提供実績報告書

（第７号様式）の取りまとめに

関すること。 

④ 個人情報に係る事故報告（第

１０号様式）の受領に関するこ

と。 

⑤ 保有個人情報を取り扱う事務

の開始の届出の審議会への意見

聴取（第１１号様式）に関する

こと。 

① 保有個人情報運用実績報告書（第

８号様式）の取りまとめに関するこ

と。 

② 存否応答拒否事案の審議会への報

告（第９号様式）に関すること。 

③ 個人情報についての苦情・相談実

績報告（第１３号様式）の受領に関

すること。 

④ 個人情報の取扱いについての相談

総合窓口に関すること。 

 

 

 

利 個 

用 人 

停 情 

止 報 

事 開 

務 示 

取 ・ 

扱 訂 

要 正 

綱 ・ 

① 法令等の調査及び解釈に関す

ること。 

② 審査請求に関する連絡調整

（お客様サービス課に属するも

のを除く。） 

 

 

 

 

① 案内及び相談に関すること。 

② 連絡調整に関すること（総務課に

属するものを除く。）。 

③ 開示請求書及び訂正請求書の受付

に関すること。 

④ 個人情報の閲覧、視聴及び写しの

交付の実施に関すること。 

⑤ お客様サービス課で開示したもの

の開示手数料の徴収に関すること。 

 

 

 


